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発表No.

2030 2040 2050

比較対象：重油 + 炭素価格中位シナリオ 3.9円/MJ 6.1円/MJ 5.3円/MJ

②-1：価格高騰等
により、MCH CIF
価格・港湾部基地
コストが25%、
50%増加した場合

MCH CIF価格・港湾部基地コスト
50%増加時

水素価格 11.9円/MJ 9.5円/MJ 7.4円/MJ

既存燃料との差額 +8.0円/MJ +3.5円/MJ +2.1円/MJ

MCH CIF価格・港湾部基地コスト
25%増加時

水素価格 10.3円/MJ 8.3円/MJ 6.5円/MJ

既存燃料との差額 +6.5円/MJ +2.3円/MJ +1.2円/MJ

MCH CIF価格・港湾部基地コスト
0%（基準値）

水素価格 8.8円/MJ 7.1円/MJ 5.6円/MJ

既存燃料との差額 +4.9円/MJ +1.0円/MJ +0.3円/MJ

②-2：政策的支援
等により、MCH 
CIF価格・港湾部
基地コストが25%、
50%低減した場合

MCH CIF価格・港湾部基地コスト
25%減少時

水素価格 7.2円/MJ 5.9円/MJ 4.7円/MJ

既存燃料との差額 +3.3円/MJ -0.2円/MJ -0.6円/MJ

MCH CIF価格・港湾部基地コスト
50%減少時

水素価格 5.7円/MJ 4.6円/MJ 3.8円/MJ

既存燃料との差額 +1.8円/MJ -1.4円/MJ -1.5円/MJ
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競争的な水素サプライチェーン構築に向けた技術開発事業／総合調査研究／
港湾部等の大規模水素輸送拠点からのMCH国内輸送サプライチェーン構築に関する基礎調査
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1. 調査の背景と目的

事業の位置付け・必要性 事業の目的

• 水素キャリアの1つであるMCH（メチルシクロヘキサン）は、国際輸送実証まで完了してい
るが、今後は、内陸部を含めて国内全体の水素サプライチェーン構築が鍵となる。

• 海外からMCHに変換して輸送した水素を内陸部に点在する需要家、工業団地まで運び、使
うまでの実現が必要であるが、港湾部等の大規模水素輸送拠点から国内の内陸部までMCH
を輸送して使用する場合の課題は明らかにされていない。

• 大規模水素輸送拠点として想定される港湾部等からのMCH国内輸送サプライチェーン構築
を目指し、事業構想の策定、課題（運用面・技術面・法規面・経済面等）の洗い出し、対
応策の検討を実施した。

3. 調査結果の概要

【タスク1】 事業構想の策定

サプライチェーン初期構想 水素需要ポテンシャル

【タスク2】 課題洗い出し

【タスク3】 対応策の検討

＜経済面の課題＞

＜既存の鉄道輸送インフラ＞ ＜MCH/トルエン内陸輸送サプライチェーン＞

＜運用面の課題＞

＜技術面の課題＞

＜法規面の課題＞

• 需要家A社に対する水素供給価格の試算結果

• 需要家に対する水素供給価格の感度分析結果

水素価格に関する試算の概要

• 鉄道輸送したMCHが、油槽所周辺の水素需要ポテンシャルの
うち(1)25%、(2)50%の量に対応する場合を前提に試算

• 必要な設備は、利用可能な既存設備は改修のうえ活用し、新
設が必要となる設備のみ新設する方針のもと費用を試算

• 既存の運賃表を踏まえ鉄道輸送費・ローリー輸送費を設定
• 需要家の需要規模に応じた脱水素費用を試算
• 人件費及びその他諸費用について一定の仮定のもと試算
• 試算結果は、水素価格の内訳のうちMCH CIF価格が大きな割
合を占め、内陸輸送にかかる費用（鉄道輸送費・ローリー輸
送費）の割合は比較的低い可能性を示唆

＜事業化に向けたロードマップ＞
対応策の概要

• 整理した課題に対応することを念頭に、【調査・実証等の計画・準備】、
【既存設備活用に関するラボレベルの技術実証】、【鉄道及び既存設備等を
活用した実機実証の計画・準備】、【鉄道・既存設備を活用した実機実証・
需要家へのMCH輸送に関する実機実証】、【事業化準備】を主要なステップ
とする事業化に向けたロードマップを作成

• 経済面の課題は政策的支援等が対応策となるが、運用面・技術面・法規面の
課題は実証等を通じて解決することを想定

• 事業化の時期は、水素の供給・需要状況や実証の結果及び事業化に向けて改
修が必要となる設備の規模等に応じて変動する可能性

運用面・技術面・法規面の課題を整理、優先的に解決すべき課題を特定した。複数の代表的な内陸部の需要家を想定、水素価格の感度分析を行い経済面の課題を整理した。

感度分析の概要

• 水素需要ポテンシャルのうち(2)50%の量
に対応する場合を前提に分析

• サプライチェーン構築にかかる設備費の
減価償却を0とし、水素価格の内訳のうち
大きな割合を占めるMCH CIF価格・港湾部
基地コストが費用高騰及び政策等により
±25%、±50%増減した場合を想定

• 当該条件下における重油価格+炭素価格と
水素価格の差額を試算

• 分析結果は、2040年度以降、政策的支援
等によりMCH CIF価格・港湾部基地コスト
を25%以上低減させた場合において、競
合となる燃料価格を下回る可能性を示唆

整理した課題を解決するための実証等について、事業化に向けたロードマップ形式で整理した。

2. 調査実施項目

調査実施項目 実施内容

【タスク1】事業構想の策定
• MCH/トルエン輸送事業にかかる初期的構想として、既存の鉄道インフラと内陸部の油槽所の利活用のシナリオを検討した。
• MCH/トルエン輸送事業のポテンシャルを評価するため、国内内陸部の水素需要ポテンシャルを推計した。

【タスク2】課題洗い出し
• MCH/トルエン輸送事業において想定される課題を、運用面・技術面・法規面・経済面から抽出した。
• 抽出された運用面・技術面・法規面の課題について、重要度及び緊急度の観点から評価し、優先的に解決すべき課題を特定した。

【タスク3】対応策の検討 • タスク2で抽出した課題について、文献調査やヒアリングを通じて対応策を整理し、事業化に向けたロードマップ形式で取りまとめた。

【タスク5】報告書作成 • 調査結果全体を取りまとめた報告書を作成した。

【タスク4】有識者委員会の運営 • MCHの内陸輸送に関係する事業者、該当分野から構成される検討委員会を設置・開催し、委員会での議論を通じて成果物の充実化を図った。

既存の鉄道インフラと油槽所を利活用する内陸輸送サプライチェーンを整理した。

石油製品を輸送する既存の鉄道インフラ
及び内陸部の6油槽所を対象として設定

整理したサプライチェーンを踏まえ、以降は需
要家側で脱水素する場合を主軸に検討を実施

油槽所周辺の製造業および大型トラックの水素需要ポテンシャルを試算した。

＜油槽所周辺における水素需要ポテンシャル＞

試算の概要

• 特定事業所に該当する製造業
を対象に、熱需要の温度範囲
等を考慮し水素需要ポテン
シャルを試算

• 対象地域における大型車両向
けガソリンステーション数等
を考慮し、大型トラックの水
素需要ポテンシャルを試算
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